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時  間： 2016年 4月 19日(火) 16:30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館地下 1階 みずほホール
AB 
テーマ： 「経済循環」から見る中国のマクロ経済(仮題) 


























読後雑感 ： ２０１６年 第７回 





１．「老人の壁」  ２．「ほんとうに７０代は面白い」  ３．「幸福に死ぬための哲学 池田晶子の言葉」 
４．「ひとり終活」  ５．「老いを自由に生きる」 
 
１．「老人の壁」  養老孟司・南伸坊対談  毎日新聞出版  ２０１６年３月２５日 
































２．「ほんとうに７０代は面白い」  桐島洋子著  海竜社  ２０１５年４月１５日 






















３．「幸福に死ぬための哲学 池田晶子の言葉」  池田晶子著  講談社  ２０１５年２月２３日   

































４．「ひとり終活」  小谷みどり著  小学館新書  ２０１６年４月６日 

































５．「老いを自由に生きる」  アルボムッレ・スマナサーラ著  だいわ文庫  ２０１５年３月１５日 











































                                                                  
以上 
中国の中・東欧協力 





中国の習近平国家主席が 3 月 28～30 日にチェコを訪問した。中国国家元首のチェコ訪







年に中国―中・東欧 16 カ国間の貿易額は 2010 年の 439 億ドルから 602 億ドルへと 50％
近く増加した。金融協力分野では、中国銀行、中国工商銀行など複数の中国系銀行が中・
東欧地域に支店を設立した。中国とアルバニア、ハンガリーは通貨スワップ協定を締結。
中国銀行ハンガリー支店は現地で 5 億ユーロの債券を発行した。 
中国と中・東欧協力の活発化は、双方の利益の交わりが日増しに拡大していることによ
る必然的な結果だ。中・東欧は近年経済が良好に発展し、ポーランド、スロバキア、ルー























  第 4 回中国と中・東欧諸国首脳会議（16＋１）が 2015 年 11 月 24、25 日の両日、
江蘇省蘇州市で開催され、李克強総理と中東欧 16 カ国の首脳が出席した。中国による







  2012 年 4 月に第 1 回中国と中・東欧諸国首脳会議が始動して以来、中国企業は中・
東欧諸国のインフラ市場を積極的に開拓してきた。また、金融と相互投資分野での協力





































新華網（3 月 30 日）は「16＋1 協力」のこれまでの成果について、提携の花が咲き
始めたと報じた。 







































Kohout 氏は「一帯一路」研究所（new silkroad institute Prague）を設立した。中・
東欧諸国唯一の政府が支援し、「一帯一路」を専門に研究するシンクタンクだ。 
 ＊中国・チェコ経済貿易協力円卓会議で、中国華信エネルギー有限公司と中国広核集団














































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012 年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2013 年 7.7 9.7 11.4 2.6 19.4 2590 7.8 7.2 ▲8.6 5.3 13.6 14.1 
2014 年 7.4 8.3 12.0 2.0 15.2 3824 6.1 0.4 4.41 14.2 12.2 13.6 
1 月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2 月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3 月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4 月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5 月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6 月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7 月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
8 月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9 月 7.3 8.0 11.6 1.6 11.5 310 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
10 月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
11 月  7.2 11.7 1.4 13.4 545 4.7 -6.7 -8.6 22.2 12.0 13.4 
12 月 7.3 7.9 11.9 1.5 12.6 496 9.5 -2.3 6.1 10.3 11.0 13.6 
2015 年 6.9 5.9 10.7 1.4 9.7 6024 -9.8 -14.4 11.0 0.8 11.9 15.0 
1 月    0.8  600 -3.3 -20.0 2.2 -1.1 10.6 14.3 
2 月    1.4  606 48.3 －20.8 49.8 0.1 11.1 14.7 
 3 月 7.0 5.6 10.2 1.4 13.1 31 -15.0 -12.9 0.3 1.3 9.9 14.7 
4 月  5.9 10.0 1.5 9.6 341 -6.5 -16.4 2.9 10.2 9.6 14.4 
5 月  6.1 10.1 1.2 9.9 595 －2.4 －17.7 －14.0 8.1 10.6 14.3 
6 月 7.0 6.8 10.6 1.4 11.6 465 2.8 －6.3 4.6 1.1 10.2 14.4 
7 月  6.0 10.5 1.6 9.9 430 －8.4 －8.2 9.6 5.2 13.3 15.7 
8 月  6.1 10.8 2.0 9.1 602 －5.6 －13.9 23.9 20.9 13.3 15.7 
9 月 6.9 5.7 10.9 1.6 6.8 603 －3.8 －20.5 5.2 6.1 13.1 15.8 
10 月  5.6 11.0 1.3 9.3 616 -7.0 -19.0 2.5 2.9 13.5 15.6 
11 月  6.2 11.2 1.5 10.8 541 －7.2 －9.2 27.7 0.0 13.7 15.3 
12 月 6.8 5.9 11.1 1.6 6.8 594 －1.7 －7.6 17.2 -45.1 13.3 15.0 
2016 年             
1 月   10.3 1.8 18.0 633 -11.5 -18.8 14.1 -2.1 14.0 15.2 
2 月   10.2 2.3  326 -25.4 -13.8 -11.3 -1.3 13.3 14.7 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
